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A邸01）B邸11） C邸」2＞ D邸N1） E邸C2）F邸T1）G邸（Nカ
①壁厚と離の比 1．0 1．0 1．1 1．1 1．1 1．1 1．1
’
0．6 1．2 1．2 0．6 1．2 0．6 1．0
3　　　バランス 1．0 1．2 1．2 1．0 1．2 1．2 1．2
4　　　・ 0．9 0．9 0．9 0．9 0．9 0．9 1．0
⑤外周開口卿フレー必材 1．0 0．8 0．8 1．0 1．0 1．0 1．0
6。　口卿プレ「ム材 1．0 0．8 0．8 1．0 0．8 1．0 1．0
1．0 0．7 0．6 1．0 0．7 1．2 1．0
0．8 0．8 0．9 1．0 0．9 0．9 0．8
高床部分の評点　　　　　　0．43　　0，46　　0．49　　0．59　　0．71　　0．77　　1．06
　8項目の内、評点が総じて低かったもの
は、②の壁量、⑦の高床1階部分の床剛性
材、⑧の地盤であった。壁量が不足してし
まう原因は、基礎部分に複数台の車庫を確
保するためである。床の剛性が保たれない
のは、鉄筋コンクリートの壁や梁があって
もそれと木造の土台や梁が混在しており、
大きな鉄骨の梁が架けられていてもその端
部の固定方法に問題があるためである。地
盤は、屋根雪を滑落させる方式が多いため
郊外の水田を埋め立てた沖積層に宅地を求
める例が多い。このため、軟弱な場所に建
つ例があるからである。
　表2を見ると、今回判定してみた高床部
分の評点は「1．0」が1棟のみで、他は「0．43
～0．77」で、やや危険ないし大破の危険が
あるという結果となった。従って、予想通
りこの構造形式には大変問題が多いことが
判った。今後、この結果を参考にして少な
くとも「1．0」以上の総合評価が得られるよ
うに高床部分の性能を向上させて行く必要
がある。
指導課長による「高床式住宅に係る床面積
の算定方法の特例について」と題する通知
t1］の取り扱いは、平成13年10．月1日か
ら丁特別豪雪地帯等における高床式住宅の
特例基準」［2」が施行されるのに伴い、廃
止された。
　その主な改正点は、以下の如くである。
①特例を受ける高床式住宅は、1戸建ての
住宅にほぼ限定された。
②住宅部分のすべてを高床化したものとす
るとされた。
③床下部分に当該部分を利用するための間
仕切壁及び建具を設置していないものとさ
れた。
④床下部分の構造耐力上主要な部分は、原
　則として一体の鉄筋コククリート造、鉄
　骨造（軽量鉄骨造を除く。）とすると、
　鉄骨造が付加された。
⑤床下部分の高さは梁下2．5m又は知事の
　定める垂直積雪量以下のものとする。但
　し、1．5m未満の場合は、階に算入しな
　いとされた。
⑥床下部分から直上階に通ずる内階段並び
　に囲われた外階段、ホームエレベーター
　の昇降路・ロビーは、建築物の床面積の
　算定において除くとされた。
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　4．1．高床式住宅の建設の後退
　　高床式住宅の建設は、十日町市ではそれ
（
　市・栃尾市においては激減しているとのこ
　とである。
　　その原因は、①上述した特例基準に従う
　必要が生じたこと、②県の克雪住宅補助金
　制度が廃止されたこと、③住宅金融公庫の
　存続が議論されており、建設資金の目途が
　立ちにくくなったこと、などが挙げられる。
　　十日町市であまり後退が目立たないのは、
　長岡に比べて豪雪地帯であることと、阪神
　淡路大震災以降に建築士会の住宅研究会が
　高床式住宅の安全設計に関して勉強会を開
　催し、鉄骨造とするなど、独自の取組みを
　行っているためと考えられる。
　4．2．高床式住宅における特例的なメリッ
　　建築基準法の改正に伴い高床式住宅の耐
　雪と耐震等の性能を構造計算書を添付して
　証明すべき事となった。このため以下のよ
　うな動きが表面化している。
　かちの撤退が顕著化した。②基礎の高さが
　所などの多くが建設を手掛けていたが、そ
　れが1．5m未満と厳しくなったため、ハイ
　ルーフ車用の車庫が事実上造れなくなった。
　も、壁と鉄骨梁の取り合わせ方法、基礎と
　その上の木造住宅の緊結方法等に問題が生
　じ、キチンとした構造計画を立て構造計算
　をして貰うとコスト高となるため施主に敬
　遠された。
　4．3．高床式住宅における構造計算義務化
　安全性並びに経済性の確保の観点から
高床式住宅の建設に当たり建築確認書提出
時に構造計算書を添付することが義務化さ
れたことは、一歩前進と評価できる。
　しかしながら、その問題点を整理すると
以下の如くとなる。
①建築構造事務所に構造計算書の作成を依
　られる。このことはその構造計算書の内．
　的な差があることが伺える。また、どの
　程度の構造計算書を添付すれば受理さ
　れるのかについては不明であるが、一連
　算書を提出すれば、パスしているものと
　推察される。
②最近、コンピュータ構造計算プログラム
　の開発が進んだため、その操作技術を修
　単に作成できるようになっている。例え
　えるため、構造計画に基づく合理的な躯
　い、問題が残ると言える。
③構造計算書の添付の義務化は、これまで
　大工・工務店、確認申請書の代書屋的な
　結果を導いている。
④高床式住宅についての力学的な合理性を
　体設計を行い、その裏付けとなる構造計
　足している。
⑤高床式住宅は、鉄筋コンクリート造の基
一46一
r物である。この建物の屋根に雪が載って
　いる時に地震が起きると甚大な被害を
　震災を契機として講演会や講習会・勉強
　会などが開催され指摘されているが、現
　状はそれ程改善されているとは認めら
　れない。
⑥建築士会・建築事務所協会・建築設計協
　同組合が、建築設計に携わる技術者やデ
　体である。これらの団体が協力して高床
　示する必要がある。また、一般的な内容
　についてはマニュアル化し、その建物独
　示すれば良いなど、簡易な形で安全が確
　保できる体制の整備が必要である。
5．1．．RC造基礎からの脱却
　県では高床の基礎をRC造とし、3．6m毎
に梁を渡し、コーナーには火打ちスラブを
打つようにとの設計指針［3］を示している。
このため、最近、鉄筋コンクリート造の壁
を頭繋ぎしている例はかなり見られるが、
火打ちスラブを打っている例は少ない。
　一方、従来の布基礎は室の壁の下に配置
されていた。しかしながら、上記の形式で
は複雑な間取りに対応して組まれている土
台と鉄筋コンクリート製の梁とを緊結する
ことは困難である。水平に働く地震力に対
抗するために柱の位置にホールダウン金物
を取り付けて緊結させ、浮き上がりを防止
して安全性を確保しようとしてもこれでは
却が必要な時期に来ている。
5．2．高床部分の複数台の車庫としての利
用の容認
　面積不算入の条件は、積極的な利用をし
ないことであったが、最近の実態は複数台
の車庫としての利用である。今回の特例基
準では、構造計算書を添付すれば床下部分
の高さの限度は1．8mを超えても知事が定
めた垂直積雪量以下であれば受けられるこ
ととなった。
別な規制は設けられていないが、1世帯1
台の時代から1人1台の時代に突入する中
で、今後その利用がより一層顕著となると
推察される。　…
　建築構造上め安全が確保されていれば、
布基礎形式から脱却した「大スパン構造で
も良い」との道を開くことが、高床式住宅
の性能を向上させる上でも必要である。
　5．3．S造基礎の上に木造の土台を緊結
　高床の基礎を鉄骨ラーメンとすれば、最
大梁行き5間（9．1m）桁行き3間（5．5m）程
度の大空間（約50㎡）とすることが可能で
ある。その上の木造住宅の間取りに合わせ
て大梁と小梁を配置して土台をボルトで緊
結する。スパンが1間（1．8m）を超える部分
にも鉄骨梁を配し、その上に大引きを載せ
て、根太が架けられるようにする。水平ブ
レースは、鉄骨梁に架けるか、従来の如く
8畳（13．2㎡）毎の区画のコーナーに火打
ちを入れる。鉄筋コンクリート造の場合に
隅の木造通柱の根本にホールダウン金物を
使い、上部が基礎から浮き上がるのを防い
でいるが、鉄骨ラーメン造とした場合には、
木柱の建つ位置毎に鉄骨梁に帯板を溶接し、
土台と柱を挟んでボルトで固定し、浮き上
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し
　　りを防止する。
　　鉄骨造による単コ梁による簡易設計の場
　　合、梁背は柱や壁が載る場合にはスパンの
c
　　1／15、特別な荷重が掛からない場合には
　　1120としている。高床部分を複数台の車を
　　入れる大スパン構造とする場合も同様に、
　　上の二階建て木造住宅の柱や壁から集中荷
　　重が掛かる梁は1115、床荷重のみの軽微な
　　梁の場合には1／20というような簡便な設
　　計マニュアルを示し、2級建築士の有資格
　　者が確認申請できる体制の整備が急務と考
　　えられる。
　今回、新潟県内における幾つかの市町村
に建っている高床式住宅の簡易耐震診断を
行ってみた。現在、雪のある時に地震が起
きたら既に超高齢社会を迎えている豪雪地
帯では甚大な被害は免れないが、中でも高
床式住宅には予想以上に問題点があること
が判明した。
　最近、三階建て住宅の建設が盛んである
が、その70～80％が構造不的確とされてい
る。それは確認申請時には的確なものであ
っても、施工の段階で不正に変更されてい
るためである。高床式住宅においても同じ
ような状況となっていないか、今後、その
実態を更に沢山調べ、普通の高床弐住宅で
も安心して住めるものとする必要がある。
　本論文は「超高齢社会に突入した豪雪地
域の地震防災まちづくりに関する調査研
究」（平成14年度科学研究費補助金　基盤
研究（C）（1）代表：北浦勝）の一部である。
の提出をして戴いた高田建築事務所の高田
清太郎氏、高床式住宅の構造計算などに貴
重なアドバイスをして戴いた内藤構造設計
事務所の内藤幹雄氏、新潟県建築士会長岡
支部の住宅委員長井戸清一氏、長岡市都市
整備部建築住宅課審査係長茨木正春氏、手
元にあった上越市・十日町市・小千谷市・
長岡市の簡易耐震診断をするために現地調
査や資料整理をしてくれた新潟工科大学工
学部建築学科の深澤研究室所属の卒業研究
生白川泰広君に謝意を述べたい。
［1］建設省住宅局建築指導課長：高床式
住宅に係る床面積の算定方法の特例に
［2］新潟県：新潟県・特別豪雪地帯にお
ける高床式住宅の特例基準，平成13年
宅課
［3］雪国住宅・居住地委員会（委員長：
深澤大輔）：雪と地震に強い高床式住宅
の設計マニュアルー平成8・9年度委員
会活動報告書一；pp．1・67，平成10年3
月
［4］杉山英男：デザイナーのための木構
造；彰国社，1980
　　　　し
　このような調査研究の機会を与えて戴
いた金沢大学大学院自然科学研究科の北浦
勝教授をはじめ、貴重な図面と構造計算書
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